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研究要旨 

1.首都圏地域において戦略研究を継承して取り組まれた事業と研究 

1)MSM 首都圏グループによる取り組み 

戦略研究が終了した翌年度(2011 年度)から NPO 法人ぷれいす東京と NPO 法人 akta は「MSM 首都

圏グループ」を結成し、地域の行政・保健所等と連携し、MSM の HIV 抗体検査受検行動を促進す

る「ヤロープロジェクト」を展開した。プロジェクトは、東京都、神奈川県、千葉県、埼玉県を

介入地域とし、①エイズ対策事業に関する意見交換会の開催、②保健所等の HIV 抗体検査担当者

への研修会の開催、③支援・相談体制の整備としてのウェブサイト「HIV マップ」の運営と更新、

④首都圏の MSM を対象とした HIV 抗体検査普及のための冊子「ヤローページ」の作成と普及、⑤

保健所等の受検者アンケート調査を実施した。検査促進のための啓発普及は、新宿、上野・浅草、

新橋、渋谷、横浜等のゲイ向け商業施設や各種メディアを通じて実施された。 

2)保健所等の HIV 検査担当者研修会の継続と実施地域の拡大 

 エイズ予防のための戦略研究では MSM の受検を促進する介入計画の一環として、MSM 受検者が

安心して検査を受けられる検査環境構築を図るために、保健所等の HIV 検査担当者を対象とした

セクシュアリティ理解、MSM や HIV 陽性者への対応に関する研修会を企画し実施した。戦略研究

後は東京都、神奈川県、千葉県に加え埼玉県、宮城県、沖縄県、愛媛県、長野県で実施された。 

3)支援・相談体制ウェブサイト「HIV マップ」の継続 

戦略研究では、HIV に関連して生じる様々な相談、特に MSM 向け相談が対応可能な CBO 等と

連携し、相談窓口を開設している機関を紹介するインターネットサイト「HIV マップ」が制作さ

れた。2011 年度からは厚生労働省委託事業「同性愛者等の HIV に関する相談・支援事業～同性愛

者等向けホームページによる検査相談等情報提供」としてぷれいす東京が受託し、2013 年度から

は NPO 法人 akta が継続受託している。 

2.阪神圏地域において戦略研究を継承して取り組まれた事業と研究 

1)クリニック検査キャンペーンの継続 

保健所等における HIV 検査受検者が減少している現状から、戦略研究で開発したクリニック検

査キャンペーンを大阪府「地域医療再生基金事業」により継続し、MSM に対して、彼らが受検し



やすい HIV/STI 検査受検機会を提供した。協力診療所・クリニックは戦略研究の 7施設に 1施設

増えて 8施設で実施している。また、戦略研究で設置された NPO 法人 CHARM による HIV サポート

ライン関西の電話相談との連携も継続している。 

2)阪神圏における CBO・行政連携 

大阪地域における MSM の HIV 予防と検査環境を向上させることを目的として、CBO と地域のエ

イズ担当者が一堂に集まるプロフェッショナルミーティング(PM)が企画された。また、検査場面

における MSM への対応の準備性を高める事を目的に、HIV 検査・相談事業に関わる保健師や医師

等を対象として、MSM 対応の模擬体験を主としたプログラムが企画・実施された。 

3)HIV 陽性者支援プログラム 

戦略研究で初めて近畿地域に設置された HIV 陽性者のための支援プログラム「HIV サポートラ

イン関西(HIV 陽性の人とパートナー・家族のための電話相談)」および「ひよっこクラブ(HIV 陽

性とわかって間もない人のための少人数制のグループ・プログラム)」が厚生労働省の委託事業と

して NPO 法人 CHARM によって継続された。 

3.保健所等の HIV 検査の動向および受検者アンケートによる MSM 受検者の把握 

戦略研究で導入された保健所等のHIV検査受検者アンケート調査が8都府県11自治体（沖縄県、

東京都、愛知県、名古屋市、大阪府、大阪市、神奈川県、横浜市、千葉県、福岡市、仙台市）の

協力を得て実施された。2011 年は計 27 検査機関、2012 年は計 82 検査機関、2013 年は計 81 検査

機関の協力を得た。宮城県内、東京都内(南新宿検査・相談室を除く)、南新宿検査・相談室、神

奈川県内、千葉県内、愛知県内、大阪府内(chotCAST なんばを除く)、chotCAST なんば、福岡県内、

沖縄県内の受検者動向について、MSM 割合の推移と MSM 受検者における CBO 活動による資材の認

知割合の推移が示された。 

 

A.研究目的 

 2006 年度から 2010 年度にかけて、厚生労

働省エイズ対策研究事業「エイズ予防のため

の戦略研究」(以下、戦略研究)の課題 1では、

首都圏および阪神圏に居住する MSM を対象に、

「HIV 検査件数を倍増し、エイズ患者を 25％

減少させる」とした設定目標を達成するため

の取り組みを展開した。戦略研究は、首都圏

(東京都、神奈川県、千葉県)および阪神圏(大

阪府、兵庫県、京都府）の MSM を対象者に、

首都圏では保健所を、阪神圏ではクリニック

を定点にして、MSM が利用する商業施設や Web

サイトへの啓発介入により、HIV 検査の受検

促進が図られた。戦略研究の啓発資材は、両

地域で MSM 受検者に特異的に認知され、首都

圏では定点保健所で受検者中の MSM 割合と男

性受検者の HIV 陽性割合が上昇し、2010 年の

エイズ患者報告数は推計値より 16.1％減少

するといった成果がみられた。また阪神圏で

は、2010 年のエイズ患者報告数は推計値を超

えたものの、新しく導入した定点クリニック

検査キャンペーンでは受検者の MSM 割合が上

昇し、HIV 抗体陽性割合も 5％と高く、MSM の

早期検査・早期治療のための受検環境の構築

となった。 

厚生労働省エイズ動向委員会による近年の

HIV/AIDS 報告数は 1500 件前後で推移してお

り、「エイズ予防のための戦略研究」が終了し

た後も、MSM に向けた効果的な HIV 感染対策

の展開が望まれている。戦略研究で開発・実

施された一部のプログラムは、厚生労働省委

託事業「同性愛者等の HIV に関する相談・支

援事業」および厚生労働科学研究費補助金エ

イズ対策研究事業による当研究班において継

続されている。本研究では、これらの事業、

研究の成果を報告する。 



B.研究方法 

1.首都圏地域において戦略研究を継承して取

り組まれた事業と研究 

1)MSM 首都圏グループによる取り組み 

2006 年～2010 年のエイズ予防のための戦

略研究では、保健所等の HIV 検査機関と関係

を構築し、MSM に向けた「あんしん HIV 検査

サーチ」により受検を勧奨してきた。NPO 法

人ぷれいす東京と NPO 法人 akta は、戦略研究

が終了した後の首都圏の MSM に向けた取り組

みを継続するために、MSM 首都圏グループを

結成した。啓発地域は、新宿を中心とし、上

野・浅草、新橋、横浜にも商業施設や各種メ

ディアを介して啓発普及を行うこととした。 

戦略研究が終了したことでこれらのネット

ワークが中断され、MSM の HIV 検査受検環境

が後退することを避けるために、首都圏グ

ループは、MSM 対象の HIV 検査が実施できる

保健所とのネットワーク構築を進めた。 

東京都、神奈川県、千葉県、埼玉県にある

自治体や保健所と連携し、①自治体・保健所

等とのエイズ対策事業に関する意見交換会、

②保健所等の HIV 検査担当者への研修会、③

ヤローページによる協力保健所等の検査機関

の掲載と MSM への検査促進、④HIV マップと

連動した支援情報、検査情報の広報などを計

画、実施した。 

2)保健所等の HIV 検査担当者研修会の継続と

実施地域の拡大 

エイズ予防のための戦略研究では MSM の受

検を促進する介入計画の一環として、MSM 受

検者が安心して検査を受けられる検査環境を

構築するために、東京都、神奈川県、千葉県

の保健所等の HIV 検査担当者を対象に、セク

シュアリティ理解、MSM や HIV 陽性者への対

応に関する研修会を企画、実施した。戦略研

究後も東京都、神奈川県、千葉県ではこの研

修会を継続し、埼玉県、宮城県仙台市、沖縄

県、愛媛県、長野県と実施地域を拡大した。 

3)支援・相談体制ウェブサイト「HIV マップ」

の継続 

戦略研究では、HIV に関連して生じる様々

な相談、特に MSM 向け相談が対応可能な CBO 

等と連携し、相談窓口を開設している機関を

紹介するインターネットサイト「HIV マップ」

に制作した。HIV マップは、2011 年度から厚

生労働省の委託事業「同性愛者等の HIV に関

する相談・支援事業～同性愛者等向けホーム

ページによる検査相談等情報提供」としてぷ

れいす東京が受託運営し、2013 年度からは

NPO 法人 akta が継続受託している。 

 

2.阪神圏地域において戦略研究を継承して取

り組まれた事業と研究 

1)クリニック検査キャンペーンの継続 

戦略研究では、阪神圏(大阪府、兵庫県、京

都府）在住の MSM を対象に HIV 抗体検査を促

進するクリニック検査キャンペーンが行われ、

MSM の HIV 検査受け入れに協力した 7 クリ

ニック(定点クリニック)で MSM への早期検

査・早期受診の機会が提供された。戦略研究

でこの検査キャンペーンを発案し実施してき

た MASH 大阪は、戦略研究後も大阪府の事業と

してクリニック検査キャンペーンを継続した。

診療所・クリニックを活用し、MSM に対して、

彼らが受検しやすい HIV/STI 検査受検機会を

提供することにより、エイズ発症に至ってか

ら自分が HIV 感染していることに気づく人を

減少させ、ひいては HIV/STI の感染拡大を抑

止することに寄与することを目指した。 

 

2)阪神圏における CBO・行政連携 

(1)プロフェッショナル・ミーティング(PM) 

検査相談事業に関わる専門職者がセクター

を越えたネットワークを構築する場を恒常的

に創出することで、大阪地域における MSM の

HIV 予防と検査をめぐる環境を向上させるこ

とを目的として、CBO と地域のエイズ担当者

が一堂に集まるプロフェッショナルミーティ

ング(PM)が企画された。 



(2)検査場面における MSM 対応の研修会 

検査場面における MSM への対応の準備性を

高める事を目的に、HIV 検査・相談事業に関

わる保健師や医師等を対象として、MSM 対応

の模擬体験を主としたプログラムが企画・実

施された。 

3)HIV 陽性者支援プログラム 

戦略研究で初めて近畿地域に設置された

HIV 陽性者のための支援プログラム「HIV サ

ポートライン関西(HIV 陽性の人とパート

ナー・家族のための電話相談)」および「ひよっ

こクラブ(HIV 陽性とわかって間もない人の

ための少人数制のグループ・プログラム)」が

厚生労働省の委託事業として NPO 法人 CHARM

によって継続された。 

 

3.保健所等の HIV 検査の動向および受検者ア

ンケートによる MSM 受検者の把握 

戦略研究で導入された保健所等の HIV 検査

受検者アンケート調査は、質問項目を改変し、

8都府県 11 自治体（沖縄県、東京都、愛知県、

名古屋市、大阪府、大阪市、神奈川県、横浜

市、千葉県、福岡市、仙台市）の協力を得て

実施された。 

2011 年は計 27 検査機関、2012 年は計 82

検査機関、2013 年は計 81 検査機関の協力を

得た。方法は HIV を含む性感染症の検査受検

者に調査回答を依頼し、通常検査、即日検査

のいずれの場合も検査結果が返却される前に

質問紙を記入することを依頼した。記入後は

回答者が回答用封筒に質問紙を密封し、各機

関に設置された回収箱に投函する方法とした。

集められた質問紙は毎月月末に各機関で回収

し、調査事務局へ密封したまま郵送された。 

質問項目は基本属性、HIV 抗体検査受検経

験、HIV や検査に対する意識、性行動、資材

認知等とした。CBO の活動による資材の認知

には画像を使用して認知の有無を確認した。 

 

 

C.研究結果 

1.首都圏地域において戦略研究を継承して取

り組まれた事業と研究 

1)MSM 首都圏グループによる取り組み 

NPO法人ぷれいす東京と非営利団体aktaが

協働して首都圏の MSM に向けて HIV 検査促進

等の啓発に取り組む MSM 首都圏グループを形

成し、戦略研究後の HIV 感染対策に取り組む

体制とした。MSM への啓発は、新宿を中心と

し上野・浅草、新橋、横浜地域にも商業施設

や各種メディアを介して啓発普及を行った。 

2006 年～2010 年のエイズ予防のための戦

略研究では、保健所等の HIV 検査機関と関係

を構築し、MSM に向けた「あんしん HIV 検査

サーチ」で協力保健所等への受検を勧奨した。

これらのネットワークが戦略研究の終了に

伴って中断されることになれば、MSM の HIV

検査受検環境は後退することが懸念され、首

都圏グループでは MSM 対象の HIV 検査が実施

できる保健所とのネットワーク構築を進める

ために以下のことを行った。 

(1)エイズ対策事業に関する意見交換会 

目的は、①戦略研究 MSM 首都圏グループの

取り組みと成果の報告、②「保健師（検査担

当者）を対象とする研修会」の説明、③HIV

検査促進の啓発資材「ヤローページ」の企画

説明と臨時・定例検査情報の提供依頼、④HIV

受検者アンケートの説明と協力依頼、⑤各地

域担当者との情報交換である。 

首都圏の各自治体のエイズ担当者およびエ

イズ予防戦略研究において協力があった保健

所担当者を対象に意見交換会の参加を呼び掛

けた。2011 年 8 月 22 日の第 1 回目では東京

都・神奈川県・千葉県・埼玉県の 16 機関から

20 名、2012 年 8月 1日の第 3回目では 4都県

22 機関から 29 名（他に、オブザーバーとし

て東京都区会議員、公益財団法人エイズ予防

財団、国立保健医療科学院など）、2013 年 8

月 7 日の第 4 回目では 4 都県 21 機関から 29

名（他に、オブザーバーとして厚生労働省健



康局疾病対策課、公益財団法人エイズ予防財

団、国立保健医療科学院など）があった。 

意見交換会によって、千葉県は「HIV 検査

担当者への研修会」を継続する事となり、ま

た戦略研究時にネットワークをもてなかった

埼玉県とも同研修会を開催することとなった。

また、意見交換会に参加した自治体・保健所

の担当者からは、「MSM 対策がどのような状

況で行われているか把握できた」「相談体制

を整え検査体制の充実を図る必要性を理解し

た」「他機関での取り組みを知る機会となっ

た」などの意見が出されていた。 

2011 年、2012 年の意見交換会は、厚生労働

省の定める年 2 回の検査普及週間(6 月、12

月)にあわせて年に 2回実施し、意見交換会後

に自治体・保健所の臨時検査等の情報を収集

し、HIV 検査受検行動促進啓発プロジェクト

により首都圏の MSM に広報した。 

(2)HIV 検査受検行動促進啓発プロジェクト

（ヤロー プロジェクト）の開発と普及 

戦略研究では、その予算規模から、多様な

MSM 層のそれぞれに向けた啓発資材を作成す

ることができ、また資材配布や周知も地域を

拡大して取り組むことができた。戦略研究後

には、人的・資金的規模を考慮しつつ、戦略

研究で拡大してきた地域の MSM にどのように

して検査情報を普及させ、浸透させていくか

を首都圏グループでは検討した。その一つと

して、MSM が利用する首都圏ゲイスポット（ゲ

イ向け商業施設）と、MSM が安心して検査を

受けることができる協力検査機関の通常検

査・臨時検査情報および HIV の基礎知識、相

談・支援情報を掲載したガイド冊子を作成す

る企画が挙がった。2011 年度は、このガイド

冊子をゲイ雑誌の担当者と共同して検討し、

保健所等の HIV 検査情報・マップガイド「ヤ

ローページ 2011 年秋冬号」の制作となった。

2011年 12月のエイズデーを目標に11月中に

5,800 部を首都圏の商業施設 684 ヶ所に配布

し、施設を利用する MSM に情報発信した。 

2012 年度は、ゲイ向け商業施設情報を収

集・掲載するにあたり、掲載のためのガイド

ラインを検討し、設定した。このゲイ向け商

業施設の掲載ガイドラインは、①本誌「ヤロー

ページ」、HIV や性の健康に関する情報グッズ

の設置に協力する、②MSM 首都圏グループが

企画・編集する「ヤローページ」への店舗情

報の掲載を希望する、③違法・脱法ドラッグ

の利用を禁止している、④違法・脱法ドラッ

グの販売を行っていない、の 4点である。ガ

イドラインに回答した新宿、上野・浅草、新

橋、渋谷、横浜、千葉、さいたまなどのゲイ

向け商業施設 267 店舗の情報を掲載した。 

また、この MSM 向け検査普及のための資材

への保健所・公的検査機関の掲載においても

ガイドラインを設定した。①都県と MSM 首都

圏グループが実施する、検査従事者を対象と

した MSM 対応のための研修会への参加、②エ

イズ対策のための意見交換会への参加、③施

設でのMSM首都圏グループおよびaktaの資材

の活用、④HIV 検査の結果告知(陽性/陰性)の

方法の情報共有である。これらを満たす東京

都、神奈川県、千葉県、埼玉県の 56 施設を掲

載した。2012 年度は、広報対象の検査施設に

埼玉県下の保健所・公的 HIV 検査機関が新た

に加わり、東京都、千葉県の追加施設もあっ

て、検査機関は拡大されていた。 

ヤローページは 2012 年号外を 5 月に

10,000 部、2012 秋冬号を 11 月に 8,000 部制

作し、6月、12 月の HIV 検査普及週間にあわ

せて 477 ヶ所のゲイ向け商業施設等に配布し

た。2013 年度も引き続き 2013 年秋冬号を

8,000 部制作し、477 ヶ所のゲイ向け商業施設

等に配布した。なお 6月検査普及週間にあわ

せた縮刷版「ヤローページ」は予算縮減によ

り中止となった。 

「ヤローページ」は、ゲイ向け商業施設情

報に、HIV/エイズ情報と検査情報をパッケー

ジ化することで、MSM への訴求性を資材にも

たせ、読者のゲイライフのなかに HIV 検査を



位置づける契機づくりを目的に企画・制作さ

れた。この冊子をゲイ向け商業施設等の首都

圏にある 477 ヶ所に配布することにより、そ

の施設を利用する MSM が HIV 検査情報に触れ

ることとなる。この手法は、商業施設を介し

て、検査情報に触れるコンタクトポイントを

増やしていると言える。 

 

2)保健所等の HIV 検査担当者研修会の継続と

実施地域の拡大 

エイズ予防のための戦略研究では、検査環

境における MSM や HIV 陽性者への対応を向上

し、安心して受けやすい検査を広報するため

に、保健所や公的 HIV 検査機関の担当者を対

象とした研修会を自治体と共に企画して実施

してきた。研修会に参加した保健所等の検査

機関の内、MSM への積極的な HIV 検査機関広

報戦略に応じた保健所を「あんしん HIV 検査

サーチ」に掲載し、定期検査と臨時検査の紹

介を行ってきた。 

研修プログラムは、HIV 検査担当者が MSM

への理解を促進し、検査の場におけるコミュ

ニケーションを改善することを目的に開発さ

れたものである。2011 年から後の実施は、MSM

首都圏グループ（ 特定非営利活動法人 akta、

特定非営利活動法人ぷれいす東京、名古屋市

立大学）に引き継がれた。東京都、神奈川県、

千葉県に、埼玉県を加え、HIV 検査担当者を

対象とした研修会を、セクシュアリティ理解、

首都圏の HIV 感染の疫学動向、MSM 受検者や

HIV 陽性者への相談・対応に関する当事者参

加型の模擬体験研修を企画・実施した(図 1)。 

 2011年度～2013年度の実績は図1の通りで、

HIV/エイズに関わる保健所職員を対象にした

本研修会は、首都圏のほかに東北地域、沖縄

地域においても実施され、2013 年度には、東

京、神奈川、千葉、埼玉、仙台、沖縄、愛媛、

長野において８回の開催となった。 

研修会のプログラムは下記に示した内容で

進めた。参加者を対象としたアンケートから

は、「性的な話題に対して対応のなかで取り

扱うことに抵抗感があったが、研修を通じて

その抵抗感を意識化することができ、業務で

自分の弱点を自覚しながら取り組むことがで

きると思えるようになった」、「普段接してい

る来所者やその可能性のある人のなかに、MSM

がいる可能性があるという身近感を得ること

ができた」、「陽性告知についても、他の

図1 保健師（HIV検査担当者）研修会
-MSM首都圏グループと行政との連携-

● MSMへの理解を深め、MSMが安心して検査を受けられる環境整備
東京都 神奈川県 千葉県 埼玉県
福祉保健局
健康安全室感染症
対策課エイズ対策係

保健福祉局健康医療部
健康危機管理課
感染対策グループ

千葉県保健福祉部
疾病対策課
感染対策室

埼玉県保健医療部
疾病対策課
感染対策担当

2011年6月17日
都庁第一庁舎
参加人数：29人

2011年11月2日
横浜市健康福祉総合センター
参加人数：27人

2012年10月28日
市川健康福祉センター
参加人数：19人

2012年1月30日
浦和合同庁舎
参加人数：13人

2012年7月20日
都庁第一庁舎
参加人数：29人

2012年11月7日
横浜市開港記念会館
参加人数：17人

2012年10月19日
市川健康福祉センター
参加人数：13人

2012年9月14日
浦和合同庁舎
参加人数：19人

2013年6月21日
都庁第一庁舎
参加人数：22人

2013年11月1日
横浜市開港記念会館
参加人数：19人

2013年10月22日
市川健康福祉センター
参加人数：13人

2012年10月4日
浦和合同庁舎
参加人数：13人

プログラム：
① 開催都県のHIV/エイズ対策
② アイスブレイク
③ 手記リーディング
④ セクシャリティへの理解と求められる配慮

⑤ MSMを対象にした戦略研究と成果
⑥ 検査環境の取組み事例紹介と意見交換
⑦ セクシャリティに配慮した模擬対応
⑨ 相談・支援に役立つリソース紹介
/コミュニティセンターakta見学

●アンケートによる参加者からの反応（神奈川県の参加者）
・ 性的な話題への抵抗感 → 研修を通して、性的な話題への抵抗感を感じる人が少なくなった。
・ 身近にMSMがいるという意識 → 研修を通して、身近にMSMがいる意識か ゙高まる傾向が⾒られた。
・ HIV陽性者の相談も他の相談者同様に対応できるか → 研修を通して、対応への自信がついた人が増えた。



CBO/NPO と連携したり、様々な資材を活用す

ることで、少し落ち着いて対応ができるよう

になった」などのコメントを得た。検査担当

者のMSMや HIV/エイズおよびHIV陽性者への

理解を深め、多様なケースへの準備性を高め、

適切な対応を促す機会となった。 

 2013 年度の研修会は、東京都、神奈川県で

は独自の予算による運営であったが、他の自

治体については、厚生労働省委託事業「同性

愛者等の HIV に関する相談・支援事業」およ

びエイズ対策研究事業の研究班による講師派

遣などの協力により運営された。８カ所の研

修参加者の多くは、保健所職員など HIV 検査

に携わる人であったが、県庁職員、福祉領域

の行政職員、エイズ治療拠点病院職員など、

幅広い参加者がみられ合計 167 人が参加した。 

参加者には研修前後にアンケート記入をし

てもらい、前後の結果を比較し評価をおこ

なった。カテゴリーは６項目で「性やセクシュ

アリティへの抵抗感」、「MSM の身近感」、「伝

えにくさの認識」、「伝えにくさへの配慮の自

信感」、「多様さへの対応の自信感」、「HIV 陽

性者への対応の自信感」である。 

「伝えにくさへの配慮の自信感」は研修前

後でおおきく変化した。HIV 検査サービスの

提供者は、日々の多忙な日常業務のなかで、

クライアント（受検者）からのフィードバッ

クを得る機会はあまり多くないと考えられる。

しかし、このような研修の機会を得て、「受検

者の視点に立った」検査・カウンセリング対

■保健所等 HIV抗体検査・相談担当者の研修プログラムの内容 
  
(ⅰ)守秘義務やグランドルールの確認及びアイスブレイク（導入） 
  グループワークで参加者が同じ職場の人同士になることもあり、守秘義務や参加者の安全性を担保す
るための研修用グランドルールを確認する。 
(ⅱ)HIV陽性者などの手記リーディング 
  MSMの HIV陽性者や周囲の人たちの手記を朗読し、検査サービス提供者である研修参加者に、利用者
側のリアリティに触れてもらいつつ、支援の課題について振り返る。 
(ⅲ)講義パート 
・講義：セクシュアリティについて 
講師は、保健師や医師、CBO や当事者など。セクシュアリティについての基楚知識、対応に際して求
められる態度、配慮のポイントなどを講義する。 
・講義：MSMの疫学的な知識 
講師は名古屋市立大学の研究者。研究データや、保健所・検査所の受検者アンケート結果をフィー
ドバックする。 
・講義：地域の HIVの動向 
講師は主に自治体の担当者で、地域のエイズ動向及びエイズ対策事業について紹介する。 
・地域検査サービス提供者による取り組み事例（事例提供者が得られる場合のみ実施） 
講師は検査サービス担当者。先駆的な取り組みや、工夫などを共有する。 
・講義：医学的な知識（沖縄県のみ） 
講師はエイズ診療拠点病院の医師、地域の HIV/AIDSの状況について共有する。 

(ⅳ)模擬対応 
研修参加者は４～５人程度のグループに別かれ、研修参加者数に応じたグループ数にあわせて数
名の MSM当事者に参加してもらった。MSM当事者が決められたシナリオをもとに受検者役となり、HIV検
査のプリテスト・カウンセリングの場面を設定して、３分半の模擬対応を演じる。 
その後の３分半で研修参加者、MSM当事者、観察していた他のメンバーで振り返りを行う。 
進行役が一人いた方が運営はスムーズであるため、講師や行政の技官にも参加してもらい、模擬対
応の運営を行う。 
数名の MSM 当事者はグループを移動しながら、それぞれのグループで同じ役の受検者を演じる。全
員が模擬対応を経験した後で、感じたこと、気がついたことをグループごとに話し合い、その後、全体で
共有する。 
(ⅴ)NPOによる資材の紹介 
コミュニティセンターや CBO が制作している資材を紹介し、HIV 検査場面での活用方法および検査環
境に MSMを意識して制作された資材が設置されることの意味を解説する。 



応を学ぶことが、多くの研修参加者にとって

有効だったと思われる。 

また、本研修は、MSM 向けに HIV に関する

啓発を行うコミュニティセンターや CBO、評

価情報をフィードバックする研究機関が運営

に関わっている。研修に参加することで、住

民のために検査サービス提供する保健所、検

査所、一部医療機関などが、相互に顔が見え

る関係になることにより、地域の HIV 検査環

境整備にも役立つと考えられる。 

 

3)支援・相談体制ウェブサイト「HIV マップ」

の継続 

HIV マップは、2011 年度から厚生労働省の

委託事業「同性愛者等の HIV に関する相談・

支援事業～同性愛者等向けホームページによ

る検査相談等情報提供」となり、ぷれいす東

京が受託運営し、2013 年度からは NPO 法人

akta が受託運営している。このサイトは、MSM

首都圏グループと連動して運営されており、

MSM 首都圏グループがヤローページ等で紹介

する保健所等の検査情報も、あんしん HIV 検

査サーチとして Web 広報している。 

HIV マップ利用者の動向 は、2012 年(2012

年 4月 1日～12月 31日)の HIVマップの訪問

者数(セッション数)が 91,906 件 (月平均

10,211.8 件) で、2013 年(2013 年 4 月１日～

12 月 31 日)の同訪問者数が 103,461 件(月平

均 11,495.7 件)であった。2013 年は新規訪問

者割合が 69.1%で減少傾向にあったが、総訪

問者数は増加傾向にあった。 

主な各コンテンツのページビュー数は、

2012 年度では HIV/エイズガイド(HIV/エイズ

基礎情報)が67,814件(24.8％)、あんしんHIV

検査サーチ(検査情報)が 58,521 件(21.4％)、

HIV/エイズ情報ファイル(疫学・ファクト情

報)が 49,304 件(18.0％)、HIV お役立ちナビ

(支援・相談情報)が 39,551 件(総ページ

ビュー数における割合 14.5％)の順であった。 

2013年度では、あんしんHIV検査サーチ(検

査情報)が 70,751 件(24.7%)、HIV/エイズガイ

ド(HIV/エイズ基礎情報)が 64,258 件(22.5%)、

HIV/エイズ情報ファイル(疫学・ファクト情

報)が43,601件(15.2%)、HIVお役立ちナビ(支

援・相談情報)が 29,202 件(総ページビュー数

における割 10.2%)であった。 

2012 年、2013 年に共通してみられたことは、

HIV マップ利用者の閲覧に用いているデバイ

ス機器の変化である。HIV マップを閲覧する

際に PC を用いている割合は 2011 年 79,810

件、2012 年 53,650 件、2013 年 40,631 件と

減少したのに対し、スマートフォン・タブレッ

ト等のデバイスの割合は 2011 年 24,484 件、

2012 年 38,256 件、2013 年 62,830 件と上昇

した。2013 年度は、PC とスマートフォン・タ

ブレットでの逆転が起こった。HIV マップ利

用者のデバイス機器環境の変化にあわせた情

報提供の方法の準備が挙げられる。 

 

2.阪神圏地域において戦略研究を継承して取

り組まれた事業と研究 

1)クリニック検査キャンペーンの継続 

クリニック検査キャンペーンは、エイズ予

防のための戦略研究において、阪神圏の MSM

の検査環境を改善し、HIV 検査受検機会を拡

大させる目的で、MSM が自身のセクシュアリ

ティを気にすることなく受診できる診療所を

開拓し、それらの診療所における MSM に対象

を絞った HIV 検査の有効性を検討するために

実施した。戦略研究では、受検者の HIV 陽性

率が保健所等の無料匿名検査と比較して約

10 倍と高く、その有効性が実証されている。 

戦略研究終了後の 2011 年度は、公益財団法

人エイズ予防財団「平成 23 年度同性愛者等の

HIV に関する相談・支援事業」における同性

愛者等向け HIV 検査・相談として実施された。 

戦略研究で協力が得られた診療所７ヶ所を

定点とし、2011 年 12 月から 2012 年 2月末ま

での 3 ヶ月間、MSM 向けに HIV 等性感染症検

査として「クリニック検査 1,000 円キャン



ペーン- Choices -」が行われた。受検者数を

増加させる目的で、クリニック 3ヶ所に迅速

検査を導入し、1 週間後に結果を返す通常検

査（HIV、梅毒、HBV、HCV、クラミジア）と、

即日検査（HIV、梅毒、HBV、HCV）を受検者が

実施診療所で選べる様に工夫していた。 

2011 年度のキャンペーン受検者は 189 名、

月当り受検者数は 63 名となった。2009 年、

2010 年の戦略研究の同キャンペーンでは、

8ヶ月間でそれぞれ 272 名、263 名の受検があ

り、月当りでは 34 名、33 名であった。2011

年度のキャンペーンの月当り受検者数は、戦

略研究時と比較し約 2倍に増加した。2012 年

以降は、夏と冬に各々3 か月間の検査キャン

ペーンを実施し、月当たり受検者数は毎回 60

名を超えた(表 1)。一方 HIV 陽性率は戦略研

究と比較して若干減少した。しかし、保健所

等と比べると高い陽性率であり、MSM に向け

た HIV 検査普及プログラムとしての有効性が

戦略研究同様に実証された。 

キャンペーンの広報は MSM 以外の男性や女

性が情報に曝露しないよう、MSM に対象を

絞った媒体、啓発資材を用いてゲイ向け商業

施設や Web にて行った。また、診療所へ検査

希望者が殺到しないこと、保健所との差別化

を図るために、検査は有料(1,000 円)とした。 

表 1 大阪におけるクリニック検査の実績 

 

施
設 
数 

期間 
/月 
受検 
者数 

陽性率 
(％) 

2007 3 2 28 14.0 

2008 7 1.5 17 5.9 

2009 7 8 272 4.4 

2010 7 8 263 5.7 

2011 7 3 189 3.2 

2012－夏 7 3 236 2.6 

2012－冬 8 2 202 5.0 

2013－夏 8 3 222 2.7 

なお 2012 年からは、夏(6 月～8月)を大阪

府「地域医療再生基金事業」、冬(12 月～翌年

2 月)を厚生労働省委託事業「同性愛者等の

HIV に関する相談・委託事業」および大阪府

「地域医療再生基金事業」として実施され、

2013 年度も同様の財源によって実施された。 

 

2)阪神圏における CBO・行政連携 

(1)プロフェッショナル・ミーティング(PM) 

検査相談事業に関わる専門職者がセクター

を越えたネットワークを構築する場を創出す

ることで、大阪地域の MSM の HIV 予防と検査

環境を向上させることを目的として、CBO と

地域のエイズ担当者が一堂に集まるプロ

フェッショナルミーティング(PM)が企画され、

2012 年度から 3回実施された(表 2)。 

表 2プロフェッショナル・ミーティング実績 
 参加者(所属) プログラム 

１回目 
2012年 
7月2日 
 

30名 
大阪府、池田保健
所、四条畷保健所、
藤井寺保健所、守口
保健所、大阪市、大
阪市北区・旭区保健
センター、高槻市保
健所、CHARM、大阪
医療ｾﾝﾀｰ 

①クリニック検査
キャンペーンの
結果報告 
②大阪市実施の
MSMアンケート
結果報告 
③大阪地域保健所
受検者アンケー
ト報告 
④懇談会 

2回目 
2013年 
2月4日 

36名 
大阪府、四条畷保健
所、大阪市、大阪市
北区・中央区・淀川
区・平野区・城東
区・生野区・浪速
区・住吉区保健ｾﾝ
ﾀｰ、堺市保健所、
SWASH、東大阪山路
病院 

①大阪市淀川区取
組み報告 
②クリニック検査
キャンペーンの
結果報告 
③保健師研修につ
いて 
④懇談会 

3回目 
2013年 
5月29日 

24名 
大阪府、四条畷保健
所、池田保健所、、
大阪市保健所、大阪
市北区、淀川区、、
堺市保健所CHARM、
ｽﾏｰﾄらいふﾈｯﾄ、府
立公衆衛生研究所） 

①大阪地域保健所
検査受検者アン
ケート結果報告 
②大阪地域HIV感
染対策の現状と
今後について 
③懇談会 

 

ネットワーク構築の具体的な成果として、

①行政セクターの専門職者が大阪地域在住の 

MSM の予防・検査行動に関する情報を得るこ

とで MSM に対しより質の高いプログラムが提

供できるようになる、②市民セクターの専門



職者が地域全体の検査場における MSM 対応状

況を把握することで MSM への検査行動の促し

に活用できるようになることが期待される。 

参加者からは、「NPO・CBO と行政の情報共

有・課題共有の場となった」「他行政の取り組

みを知ることができた」といった意見がみら

れ、縦割り行政の枠組みを超えた情報共有・

課題検討の場になった。連携・協働の道が開

かれ、大阪市北区、淀川区、高槻市、堺市の

保健所からは検査普及週間の広報依頼が

MASH 大阪にあった。 

(2)検査場面における MSM 対応の研修会 

検査場面における MSM への対応の準備性を

高める事を目的に、HIV 検査・相談事業に関

わる保健師や医師等を対象として、MSM 対応

の模擬体験を主としたプログラムを企画・実

施した。MSM 対応の模擬体験では、HIV 検査利

用者役を MASH 大阪のボランティアスタッフ

からリクルートし、保健師がより現実的な相

談場面を体験することを試みた。 

HIV 検査・相談事業に関わる保健師や医師

等を対象とした。また、受講者が今回の研修

で知りたいことについて事前に情報を集め、

研修の中で返すようにした。 

 

4)HIV 陽性者支援プログラム 

(1)HIV サポートライン関西 

HIV サポートライン関西は、HIV 陽性の人と

パートナー・家族のための電話相談として、

戦略研究で新たに設置された支援プログラム

で、その後は厚生労働省の委託事業として

NPO 法人 CHARM によって継続されている。 

週 1回（2時間/回）で実施してきたが、相

談員を増員するための研修を継続し、現在は

週 2回の相談を実現している。2011 年 4月～

2011 年 2月 15 日までの間で、48 回（96 時間）

実施、36 件の相談に対応している。36 件の利

用者内訳は、陽性者本人 15、スクリーニング

陽性本人 5、陽性者のパートナー・家族・友

人 5、検査中および感染不安等 11 であった。 

(2)ひよっこクラブ 

戦略研究で設けられたプログラムで、HIV

陽性とわかって間もない人のための少人数制

グループ・プログラムである。全 3回隔週で

開かれるミーティングで、スタッフ構成は、

HIV 陽性者であるピアサポーター、グループ

進行経験のあるスタッフサポーター、2 回目

の医療情報セッションを担当するメディカル

サポーター、コーディネーターである。 

参加者募集は WEB サイトや SNS、拠点病院

および保健所、大阪府立公衆衛生研究所等に

配布している紙資材を通じて行うとともに、

拠点病院の医療従事者の協力を得て案内をし

ている。 

(3)プログラムの広報 

サポートラインカード、ひよっこクラブフ

ライヤーおよびちらしと WEB サイトにて周知

されている。これらの資材は、確認検査が陽

性となった人の結果通知書に同封され、陽性

が告げられるその時に本人に渡るような工夫

をしている。また、近畿圏の拠点病院や保健

所等に広く配布し、陽性が告げられる時に、

支援等のリソースのひとつとして案内しても

らえるよう依頼している。 

 

3.保健所等の HIV 検査の動向および受検者ア

ンケートによる MSM 受検者の把握 

戦略研究で導入された保健所等の HIV 検査

受検者アンケート調査が 8 都府県 11 自治体

（沖縄県、東京都、愛知県、名古屋市、大阪

府、大阪市、神奈川県、横浜市、千葉県、福

岡市、仙台市）の協力を得て実施された。 

2011 年は計 27 検査機関、2012 年は計 82

検査機関、2013 年は計 81 検査機関の協力を

得た。宮城県内、東京都内(南新宿検査・相談

室を除く)、南新宿検査・相談室、神奈川県内、

千葉県内、愛知県内、大阪府内(chotCAST な

んばを除く)、chotCAST なんば、福岡県内、

沖縄県内の受検者動向について、MSM 割合の

推移と MSM 受検者における Community Based 



Organization (以下、CBO)の活動による資材

の認知割合の推移に焦点をあてて分析し、結

果を保健所等に還元した。 

2012 年 1月-12 月末の HIV 抗体検査実施状

況は全体で 40,740 件、陽性判明報告数は 198

件(0.49％)であった。南新宿検査・相談室や

chotCAST なんば等で実施された検査件数を

除くと 26,476 件で、エイズ動向委員会報告に

おける同地域同期間の検査件数(46,763 件)

の 56.6％を占めた。また HIV 陽性者数はエイ

ズ動向委員会の同地域同期間の HIV 感染者報

告数(702 人)の 28.2％を占めていた。全ての

検査機関における質問紙回答者総数は

28,267 人(回収率 69.4％)であった。 

2013 年は研究費縮減に伴い、2013 年 1月-9

月までの調査となった。HIV 抗体検査実施状

況は全体で 35,486 件、陽性判明報告数は 171

件(0.48％)であった。南新宿検査・相談室や

chotCAST なんば等の検査件数を除くと

20,528 件で、エイズ動向委員会報告の同地域

同期間の検査件数(36,214 件)の 56.7％を占

めた。また HIV 陽性者数はエイズ動向委員会

の同地域同期間の HIV 感染者報告数(561 人)

の 30.5％を占めていた。全ての検査機関にお

ける質問紙回答者総数は 25,671 人(回収率

72.3％)であった。 

分析は、検査環境の差違を考慮して HIV 抗

体検査機関の設置都府県別に行い、年齢層、

性的指向、過去 6ヶ月間の金銭を介した性交

経験、HIV 検査受検経験、広報資材の認知割

合等を解析した。さらに広報資材に関しては、

四半期別に MSM 以外男性受検者、女性受検者、

MSM 受検者別に認知割合を求めた。 

各地域の詳細分析は、本研究班の平成 25

年度総合研究報告書を参照されたい。 

大阪府では MSM 割合は上昇傾向がみられた

が、大阪府を除くほとんどの地域では受検者

中の MSM 割合の推移はほぼ横這いであった。

しかし宮城県、東京都、沖縄県では検査普及

月間の時期に MSM 割合が上昇する傾向もみら

れ、特に宮城県、沖縄県では普及月間の CBO

資材認知割合は他の月に比べ高かった。地方

では、保健所等の公共機関での HIV 抗体検査

は、知り合いに会うことや対応への不安から

受検しにくい環境であるが、CBO 活動による

資材への接触によって受検行動が促進される

可能性が考えられた。 

 

D.考察 

2006 年度から開始されたエイズ予防のた

めの戦略研究では、首都圏ではそれまで殆ど

エイズ関連の啓発介入がなかった上野・浅草、

新橋地域で啓発活動を展開し、検査キャパシ

ティの高い保健所等での MSM の受検機会を確

保し、検査行動を促進させる取り組みを行っ

た。また阪神圏では MSM のクリニックでの受

検を促進するためのキャンペーンが企画され、

7 医療機関を MSM にのみ積極的に広報する介

入が行われた。どちらの地域も当事者 CBO の

訴求性のある啓発活動により介入対象層が拡

大し、保健所等やクリニックなどの検査機関

との協働により MSM の HIV 検査の受け皿が確

保され、受検を勧奨する広報が実施された。 

首都圏では、MSM の HIV 検査受け入れに積

極的に協力した定点保健所において、2009 年

から 2010 年に MSM 受検者数が増加し、HIV 陽

性割合も上昇し、MSM 受検者の首都圏啓発資

材の認知割合も著しく上昇した(本研究班の

平成 23 年度総括・分担研究報告書参照）。こ

の効果は、2010 年度に実施した「エイズ発症

予防できるキャンペーン」によってもたらさ

れたことが、首都圏バー顧客調査のポスター

認知と HIV 受検行動の関連によって示されて

いる(本研究班の平成 25 年度総括・分担研究

報告書参照）。これらの啓発活動は、CBO の献

身的な取り組みによるところが大きく、その

活動の実施を可能とした戦略研究費によると

ころでもある。CBO による啓発活動は、戦略

研究以前は新宿地域を中心に取り組まれてい

たが、戦略研究によって上野・浅草、新橋と



地域を広げることができた。上野・浅草、新

橋地域は新宿地域より年齢層が高いとされて

おり、高年齢層でエイズ発症患者が多いこと

からも、これらの地域での啓発活動はエイズ

患者発生を抑えるためには重要な啓発対象地

域といえる。戦略研究で可能となったこれら

の地域での啓発活動を停止することは、首都

圏の MSM におけるエイズ対策を後退させるこ

とになる。 

厚生労働省は戦略研究の一部のプログラム

を事業として継続した。本研究班では、CBO

と協働してこれらのプログラムの展開を図り、

また評価してきた。また、MSM におけるエイ

ズ患者が増えている現状から、地域の保健所

等での MSM 受検者の状況を把握すること、自

治体と地域 CBO の協働による MSM の受検促進

の効果を把握することを目的に、戦略研究で

実施した 5分間受検者アンケート改訂版によ

る調査を宮城県(仙台市)、東京都、神奈川県、

千葉県、愛知県、福岡県、沖縄県で実施した。 

首都圏では、自治体・保健所との連携を継

続するために、エイズ対策事業に関する意見

交換会、保健所等の HIV 検査担当者への研修

会を実施し、MSM の HIV 検査を積極的に実施

する保健所等を、HIV 検査受検行動促進啓発

ヤローページに掲載し、またインターネット

サイトHIVマップ上の「あんしんHIV検査サー

チ」にも掲載して、MSM への広報を行った。

この手法は、戦略研究で開発されたもので、

戦略研究後も 3年間継続することができた。 

MSM の受検環境を向上させるうえで、CBO

と自治体・保健所等とのエイズ対策に関する

意見交換会、保健所等の HIV 検査担当者への

研修会開催は重要と考える。こうした連携は、

主に CBO が主体的に自治体・保健所等に連絡

し、関係づくりをしてきた。意見交換会や研

修会を継続するには、自治体・保健所等が CBO

の協力を得て自主的に開催していくように転

換することが望ましいと考える。また、自治

体・保健所の担当者は 2‐3年で異動するため、

そのたびに十分な引き継ぎが必要となってい

る。エイズ予防指針では地方自治体-CBO 連携

が言われており、効果的なエイズ対策を進め

ていくためには、行政-CBO が相互に主体と

なって対策に取り組んでいくことが望まれる。 

阪神圏では、クリニック検査キャンペーン

が継続され、毎回 200～250 名の受検者を集め、

また陽性率が平均 3.1％であるところからも、

一定のニーズを創出できたといえる。その要

因は、①MSM がそのことを表明することなく、

安心して受検できる環境を構築したこと、②

場所と時間の利便性に配慮したこと(例えば

日曜日の午前中に受検できるクリニックがあ

る、都心と郊外どちらでも受検できるなど）、

③1000円という低料金であったことの3点が

あげられる。またクリニック検査キャンペー

ンのもう一つの成果はすべての商業的ハッテ

ン場のすべてのロッカーに広報資材を設置す

ることができたことである。その要因は、①

12 年間に渡るアウトリーチの積み重ねの結

果、ハッテン場オーナー・従業員の HIV/AIDS

に関する意識が高まっていたこと、②資材を

マグネットにするなど設置に最小限の手間で

済むようデザインしたこと、③ハッテン場

オーナー・従業員と交渉するに充分なスタッ

フ体制を構築できたことの 3点があげられる。 

本研究で示したものの多くは、戦略研究後

に厚生労働省が事業化したプログラムであり、

研究班による調査研究である。大阪のクリ

ニック検査キャンペーンは大阪府「地域医療

再生基金事業」として取り組まれたが、今後

の継続には府独自の予算が必要となる。地方

自治体のエイズ対策に係る予算はその殆どが

保健所等での HIV 抗体検査事業に充てられて

いる。自治体担当者から共通して言われるこ

とは、あらたなエイズ予算を計上することは

極めて困難ということである。HIV 感染者、

AIDS 患者は、都市部に限らず地方においても

増加しており、その大半は MSM で、AIDS 患者

で報告される割合が高い。即ち、MSM への受



検促進は全国的に取り組まなければならない

対策である。MSM を対象とした検査促進と予

防啓発は今後も継続していくことが望まれる。 

 

E.結語 

エイズ予防のための戦略研究で開発され施

行されたプログラムは、一部は厚生労働省の

委託事業として、また当研究班での継続研究

として、首都圏、阪神圏において継続され、

また他の地域にも導入された。 

首都圏では、MSM 首都圏グループが結成さ

れ、CBO と自治体・保健所等とのエイズ対策

に関する意見交換会、保健所等の HIV 抗体検

査担当者への研修会、相談・支援のウェブサ

イト「HIV マップ」の継続、④冊子「ヤロー

ページ」による HIV 抗体検査受検促進、⑤保

健所等の受検者アンケートによる評価調査が

実施された。 

保健所等の HIV 検査担当者を対象としたセ

クシュアリティ理解、MSM や HIV 陽性者への

対応に関する研修会は東京都、神奈川県、千

葉県に加え埼玉県、宮城県仙台市、沖縄県、

愛媛県、長野県と実施地域を拡大した。 

阪神圏ではクリニック検査キャンペーンが

大阪府「地域医療再生基金事業」により継続

され、MSM に対して受検しやすい HIV/STI 検

査受検機会を提供した。また、検査前後の不

安へのサポート、HIV 陽性者への支援プログ

ラム(NPO法人CHARMによるHIVサポートライ

ン関西の電話相談)も継続していた。 

 戦略研究で導入された保健所等の HIV 検査

受検者アンケートを改変し、8都府県 11 自治

体（沖縄県、東京都、愛知県、名古屋市、大

阪府、大阪市、神奈川県、横浜市、千葉県、

福岡市、仙台市）の協力を得て実施された。

各地域の MSM 割合の推移、MSM 受検者におけ

る CBO の活動、資材の認知の推移に焦点をあ

てた評価が行われた。 
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